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1. はじめに 

 人類の存亡に関わる巨大災害として小惑星の衝突・破局噴火・都市直下型地震・海溝型の巨大地震などが挙げられ

る。小惑星については、既に衝突を予防するための研究が開始されている。噴火や地震については、これらの予知が

可能で、かつ、住民の避難に成功したところで、主に人的被害が減るだけで、インフラは壊滅する。ところが、これらを

制御、さらに予防することができれば、被害はゼロになる。そこで、ここでは、超臨界発電を用いた破局噴火の予防、注

水による直下型地震の予防、地下核爆発を用いた巨大地震の予防について提案し、コストとリスクについて検討する。 

2. 破局噴火 

 たとえばイエローストーンは 210万年前（2450 km
3）、130万年前、63万年前（1000 km

3）に噴火した。データは少ない

ものの、これらから、噴火間隔は 73.59.2万年となる。次の噴火が、63万年前から数えて 73.59.2万年後に起こると仮

定すれば、噴火確率は 1 年後、10 年後でもゼロではなく、数 10 万年後に 100%となる（図 1）。すなわち、イエロースト

ーンはいつ噴火してもおかしくなく、数 10 万年後までに噴火するのは確実である。イエローストーンが噴火すると半径

1000 km以内の人間は窒息死し、成層圏まで吹き上がった硫酸エアロゾルが日射を遮るために 10度ほどの気温低下

が数 10年続き(http://www.epochtimes.jp/jp/2010/08/html/d23986.html)、北半球の人類は絶滅する。 

 そこで、超臨界発電を用いた破局噴火の予防を提案する。超臨界発電とは、マグマだまりの近傍まで坑井を掘削し

先端付近で熱交換して得た地熱エネルギーにより発電するものである（Elders et al., 2013）。噴火エネルギー（EE, J）が

噴出物体積（VE, m
3）に比例すると仮定すれば、1883年のクラカトア噴火におけるエネルギーと噴出物体積から、 
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が得られ（藤井、2011）、イエローストーンの過去の噴火のエネルギーを平均噴火間隔で除すると 8.9 MWと 3.6 MWと

なる。安全側を採用しても、たった 10 MW（典型的な核分裂反応炉の出力は 1 GWである）の超臨界発電でマグマだ

まりのエネルギーを解放すれば破局噴火が予防できることになる。 

 超臨界発電における技術的な課題はマグマだまり近傍における低 pH と高温によるロッドの腐食とビットの摩耗である

が、前者についてはシリカカーバイト複合材料（Nakazato et al., 2013）、後者については高圧パルス掘削（Shiegg et al., 

2015, 100 EUR/m）により解決可能で、発電で利益を産むことができると予想される。掘削等の刺激により、かえって噴

火を誘発するリスクが指摘でき、事前の十分な研究が必要なことはいうまでもない。 

3. 直下型地震 

 我が国では 2000年から 2016年にマグニチュード 6以上の内陸地震が 22発生している。最近では、2016年の熊本

地震や鳥取地震の被害が大きかった。これらの被害は、破局噴火や海溝型地震に比べれば小さいが、たとえば 1976

年の唐山地震では 24万人から 65万人が亡くなったとされている（https://en.wikipedia.org/wiki/1976_Tangshan_earthq

uake）。 

 岩盤に注水すれば有効応力が低下して誘発地震が起きることはよく知られた事実なので、これを利用して小規模な

地震を多数発生させ、大規模な地震を予防することを提案したい。例えば、熊本地方ではマグニチュード 6 程度の地

震が 100 年に一度発生するといわれている。このエネルギーは被害を引き起こさないマグニチュード 4 の地震を 1000

事象誘発すれば解放することができる。 

 注水量 V (m
3
)と誘発地震の最大マグニチュードMmaxとの間には、EGS (Enhanced Geothermal System)等のデータか

ら、 

 48.0log75.0max  VM          (2) 

という関係が提案されており（Fujii et al., 2014）、9.4  10
5
 m

3の注水で最大M4 となり、おおよそ 1月に 1回、1.5 m
3
/s

で一週間程度の注水による直下型地震の予防が期待される。 

 直下型地震の震源深さは 1923年関東地震で 23 km、1946年南海地震で 24 km、1995年兵庫県南部地震で 16 
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km、2016年の熊本地震で 12 km、鳥取地震で 11 kmなどであり、現在の最深のボーリング（12.3 km, Kola Superdeep 

Borehole, 2011, 9.1 km, KTB, 1994）記録でもまだやや足りず、シリカカーバイトのロッドや高圧パルスボーリング技術の

開発が必要である。水のコストは、札幌市の風呂水で計算して 100年分 136億円、ボーリング費用はKTBのコスト 420

億円から掘削深さに比例すると仮定すれば熊本地震の場合 560億円かかり、合計で 100年分 700億円となるが、熊本

地震の被害額 2.4～4.6 兆円のわずか 1.5～2.9%である。もちろん、注水により、かえって直下型地震を誘発してしまう

可能性は指摘でき、事前の十分な研究と注水時の注意深い地震学的なモニタリングが必要であることは言うまでもな

い。 

4. 海溝型巨大地震 

 海溝型の巨大地震では 2004年スマトラ島沖地震で死者約 23万人、2011年東北地方太平洋沖地震で死者・行方不

明者約 2 万人となっている。震源は総じて内陸型地震より深く、近い将来ボーリングによる注水が可能になると期待す

るのは難しい。しかしながら、概ね年間1 MT程度の地下核実験が行われると巨大地震の発生がない（図 2）ことが指摘

されている（Fujii et al., 2017）。 

 原因は定かではないが、地下核実験による応力波が小規模な地震を誘発して巨大地震のエネルギーを解放したの

かもしれない。いずれにしろ、この現象を利用し、安全のため年間 2 MT の地下核爆発により巨大地震を予防すること

を提案したい。現存の核弾頭約 7000 MTは約 3500年分にあたり、劣化を考えても、新たに核爆弾を製造せずに、核

軍縮しながら 100年程度は巨大地震を予防できる可能性がある。 

 韓国の推定によると、最近の北朝鮮による地下核実験は 1回あたり約 5億円である（http://www.sankei.com/world/ne

ws/161005/wor1610050062-n1.html）。年間 2 MTの核爆発が 10回に分けて実施されると仮定すれば、1年あたりのコ

ストは 50億円になる。1906年から 2012年における被害の大きかった主な巨大地震は 2011年東北地方太平洋沖地震

約 24兆円、2008年四川地震約 9兆円、2010年チリ地震 1.5～3兆円であり、この期間の年間平均被害額は少なくとも

年あたり 3000 億円となり、上述のコストは十分小さい。本方法については、核爆発により、かえって巨大地震を誘発し

てしまう可能性が指摘でき、事前の十分な研究が必要であることに加え、極めて困難と予想される社会的合意を得るこ

とが最大の課題となるであろう。 
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図 1 イエローストーンの噴火確率   図 2 1900年から 2016年までの地下核実験の年間収量と年間地震エネルギー 
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